
福島 恵美   

質問の件名及び質問の要旨（質問時間） 答弁を求める者 

1. 誰もたらい回しにしない鶴ヶ島へ    （２０分） 

 

小川市長は、市長選挙にあたり「行政のムダ・縦割り行政撲滅委員

会の設置」を公約に掲げられました。この公約は、従来の行政組織

では解決できない問題が存在することを認め、相談窓口のたらい回

しをなくし、市民と真に伴走するために退路を断った決意の表れで

あると認識しております。 

 

現在、複合的な課題を抱える市民ニーズが高まっております。例え

ば、女性でありLGBTQ+でもある当事者の悩みは、女性センターだけ

でも、総務人権課だけでも、十分に受け止めることができません。

外国人住民が人権問題に直面した場合、生活相談の窓口と人権相談

の窓口を転々とせざるを得ません。こうした「交差性」のある相談

に対し、現在の組織構造では、どの窓口も「うちではない」と対応

を避けがちな根本的な問題があります。 

 

市長が目指される「オール鶴ヶ島」、そして全ての市民の「ウェル

ビーイング」を実現するためには、縦割りの弊害を単なる事務改善

のレベルではなく、市民の安全・安心に関わる構造的課題として捉

え直す必要があります。具体的には、市民がどの窓口を訪れても、

たらい回しにされることなく、必要な支援にたどり着けるワンスト

ップの対応体制を整え、全庁的な連携を制度として確立すべきであ

ると考えます。 

 

この縦割りの弊害は、市民相談の場面だけでなく、行政の危機対応

全般に影響を及ぼしています。複合的な課題に迅速に対応するため

には、担当者の属人的な努力ではなく、制度として連携を担保する

仕組みが不可欠です。 

 

以上の問題意識に基づき、以下質問いたします。 

 

(1) 「縦割り行政撲滅委員会」の設置時期と権限について 

(2) 複合的な市民相談に対応する庁内連携の仕組みについて 

市 長 

 



福島 恵美   

質問の件名及び質問の要旨（質問時間） 答弁を求める者 

2. 命の危機を見過ごさない鶴ヶ島へ    （２０分） 

 

市長は「鶴ヶ島を健康寿命日本一にする」を公約に掲げておられま

す。また議員時代には、EBPMの重要性を繰り返し強調されてきまし

た。健康寿命日本一を目指すのであれば、みずから命を絶つ市民を

一人でも減らすことは、その大前提ではないでしょうか。 

 

エビデンスが今、深刻な事実を示しています。本市における自殺者

数は令和6年に過去10年間で最多を記録、令和7年にはそれを上回る

14人もの市民が命を落とされました。この数字の一つひとつに、か

けがえのない人生があり、残された家族の深い悲しみがあります。 

 

自殺対策基本法は、地方公共団体に対し、地域の状況に応じた施策

を策定し実施する責務を課しています。統計が過去最悪の水準を示

している今、施策を例年踏襲のまま据え置くことが、この法の趣旨

に照らし適切であるかが問われています。 

 

これまで本市は、ゲートキーパー講習など予防的な取り組みを行っ

ております。これらは平時の対策として意味のあるものです。しか

し、過去10年で最多という状況はもはや平時ではありません。消防

に例えるなら、防火訓練は行っているが、火災が増え続けているの

に消防体制を強化しない状態です。 

 

EBPMを重視される市長であれば、統計が示す現実に対し、政策を柔

軟に変えるべきです。データが危機を示しているにもかかわらず、

予算も事業も例年踏襲のままであるならば、それはエビデンスに基

づく政策立案とは言えません。市民の命がかかっている問題におい

て、前例踏襲は選択肢になりません。 

 

以上の問題意識に基づき、以下質問いたします。 

 

(1) 近年の自殺者数の推移に対する市長の現状認識について 

(2) リスク増大に応じた予算措置・事業展開の必要性について 

市 長 
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3. あらゆる差別を許さない鶴ヶ島へ    （２０分） 

 

これまで本市は、様々な行政課題に対し、規則やガイドラインで対

応してまいりました。しかし、これらは全て「運用」の話であり、

市長が変われば、担当者が変われば、元に戻ってしまう可能性があ

ります。 

 

市長は、市議会議員として活動されていた時代に、LGBTQ+差別禁止

条例の制定を公約に掲げておられました。この公約は、市民の権利

を守るためには条例という法的担保が必要だという認識に基づく

ものであったと理解しております。LGBTQ+当事者の自殺率は一般の

10倍以上とも言われており、条例は命を守る政策でもあります。 

 

本年は、ヘイトスピーチ解消法の施行から10年目の節目にあたりま

す。この法律は理念法であり、当初期待された効力は薄れつつあり

ます。一方、川崎市が2019年に制定した差別禁止条例から6年が経

過し、後続する自治体も複数出てきております。 

今なら鶴ヶ島市は「先進市」として名乗りを上げることができます

が、これ以上待てば「後追い」になってしまいます。条例制定には

時間がかかります。だからこそ、今から検討委員会を立ち上げる必

要があります。 

 

規則やガイドラインには法的拘束力がありません。市長が変わって

も、議会の議決なしには廃止できない条例こそが、市民の権利を恒

久的に守る最も確実な手段です。なお、条例に罰則を設けるかどう

かは検討段階で議論すればよいことです。まずは宣言型条例から始

めることも可能です。今こそ、差別を許さない市の姿勢を条例とし

て明確にすべきではないでしょうか。 

 

以上の問題意識に基づき、以下質問いたします。 

 

(1) あらゆる差別を許さないための庁内統一基準のあり方について 

(2) 差別解消推進条例の制定に向けた市長の決意について 

市 長 

 

 


